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労働契約法に基づく｢無期転換ルール｣に関する調査結果 
無期転換ルールへの対応を決定している企業(202社)のうち、 

83.2％の企業(168社)で無期転換制度を導入予定または導入済み 
 

「無期転換ルール」※を定めた改正労働契約法が、平成 25年４月１日に施行され、平成 30

年４月には通算５年を迎えます。 
※ 有期労働契約が反復更新されて通算５年を超えたときは、労働者の申込みにより、期間の定めのない労働契約

（無期労働契約）に転換できるルール。  

 このため、滋賀労働局(局長 辻 知之)では、県内に本社に置き、労働者を 101人以上雇用

する企業に対して、企業の認識状況と対応状況に関するアンケート調査を実施しました。 

この度、本アンケート調査結果を取りまとめましたので、公表します。 
 
【アンケート調査結果の概要】 
 
○ 調査対象企業  県内に本社を置き、労働者を 101人以上雇用する企業 399社(H27/8/31時点) 

○ 調査実施期間 平成 27年 10月６日～同年 10月 23日 

○ 回答企業数  上記企業のうち 247社から回答【回答率 61.9％】 

○ 調査結果のポイント  

  11.7％の企業(29社)で無期転換ルールについての認識が不十分。  
  無期転換制度を導入予定または導入済みの企業は168社（83.2％）。うち151社［89.9％］

は法定どおりの導入で、17社［10.1％］は法定よりも先行して導入予定または導入済み。

一方、無期転換制度を導入しない企業は 34社(16.8％)。  
  無期転換制度を導入予定または導入済みの 168社のうち、19社[11.3％]で無期転換後

の労働条件をより良く変更すると回答、43社[25.6％]でより良い変更を検討中と回答。 
＊ 無期転換後の労働条件については、別段の定めがない限り直前の有期労働契約と同一となりますが、「別段の

定め」により変更することができます。  

  無期転換制度を導入予定または導入済みの 168 社のうち、就業規則などの社内規定を

改正した企業は 37社[22.0％]。 
＊ 無期転換を実施または予定している企業のすべてが改正を行う必要はありませんが、無期転換後の労働条件が

直前の有期労働契約と同一の場合でも、定年を定めるとき等は改正を行う必要があります。 

 

【今後の対応】 

  引き続きリーフレット・点検票の活用による周知啓発を行っていくとともに、12月４日

に「魅力ある職場づくりセミナー」(裏面参照)を開催し、無期転換ルールの理解の促進を

図っていきます。 

  また、本アンケート調査結果を踏まえ、平成 30 年に先立ち、無期転換制度を導入して

いる企業の事例を把握し、県内企業の参考となるよう、厚生労働省や滋賀労働局のホーム

ページ等に掲載します。 
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無期転換ルールの定着に向けた周知啓発の取組 

 
 

１ セミナーの開催（別添１参照） 

人材確保と定着を目指した「魅力ある職場づくりセミナー」を開催します。この中で、

労働契約法の無期転換ルールについても説明します。 

  日 時：平成 27年 12月４日（金）13:00～16:00 

  場 所：クサツエストピアホテル（草津市西大路４番 32号） 

    内 容：①講演 限定正社員、有期雇用から無期雇用への転換等、先進的な取組を

行っている県内企業による講演。 

         ②制度説明 改正労働者派遣法、改正労働契約法(無期転換ルール)、改正

パートタイム労働法、キャリアアップ助成金等について滋賀

労働局職員が解説。 

 

２ 労使団体等への要請 

・ 一般社団法人滋賀経済産業協会および日本労働組合総連合滋賀県連合会をはじめ

とする 43 の労使団体に対し、平成 27 年 10 月 22 日付けで「労働契約法の無期転換

ルールの定着に向けた取組に関する要請」を行いました。 

・ 滋賀県、全市町(19)および滋賀県社会保険労務士会・公益社団法人滋賀労働基準

協会等の関係団体(11)に対し、平成 27年 10月 22日付けで「労働契約法の無期転換

ルールの定着に向けた取組に関する周知啓発の協力依頼」を行いました。 

 

３ リーフレット・点検票による周知啓発（別添２－１・２－２参照） 

 ・ 滋賀労働局の各部署と管内の労働基準監督署・公共職業安定所（ハローワーク）

が一体となって、労使団体等の関係団体が主催する各種会合や、事業主等が出席す

る集団指導等あらゆる機会をとらえて、無期転換ルールの周知啓発を行っています。 

 ・ 滋賀労働局の各部署、管内の労働基準監督署・公共職業安定所（ハローワーク）

それぞれにおいて、リーフレットを活用し、事業主等、求人企業、各種セミナー等

の出席者、有期契約労働者や求職者などに対して、無期転換ルールの周知を行うと

ともに、点検票を各事業主等に対して交付し、同点検票への記載を通じて、無期転

換ルールへの理解を促しています。 
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問１

1

2

3

問２ 無期転換ルールに対して、貴企業ではどのような対応を実施、または検討していますか。

1

2

3

4

5

6

問３

1 変わる。

2 検討中。 1

3 変わらない。 2

3

4

5

問４ 無期転換ルールへの対応に向けて、就業規則などの社内規定を改正しましたか。

1

2

3

担当者名

ご記入が終わりましたら、滋賀労働局　監督課　ＦＡＸ　０７７－５２２－６４４２まで返信ください。
ご協力いただき、誠にありがとうございました。

無期転換ルールに関するアンケート調査

事業場名
所在地
電話番号

担当部署

送信先：滋賀労働局　監督課　FAX　０７７－５２２－６４４２

平成25年４月に全面施行された改正労働契約法では「契約期間に定めのある労働者（有期契約労働者）」が安心して働き続けら
れるよう、反復更新で通算５年を超えた場合の無期契約への転換について規定されました。この無期転換ルールはご存知です
か。

内容も理解して知っている。

聞いたことはあるが、内容はよく分からない。

知らない。分からない。

未定。

　【ご記入にあたって】　太枠に囲まれた欄　の該当番号に○を記入してください。

有期契約が更新を含めて通算５年を超えないように運用していく。

法定通り、通算５年を超える有期契約労働者から申込みがなされた段階で無期契約に切り替える。

法定よりも前倒しで（通算５年を超える前に）、有期契約労働者から申込みがなされた段階で、無期契約に切り替える。
あるいは、既に実施している。

有期契約での雇い入れは行わない。あるいは、以前から有期契約労働者はいない。

通算５年を超える前に、有期契約労働者から申込みがなくとも無期契約に切り替える。あるいは、既に実施している。

改正していない。

どのように変わりますか。あるいはどういったことを検討中ですか。
（複数回答可）

無期転換の際に、契約期間以外の労働条件は変わりますか。（問２の１から３を選択した場合）

正社員と同様の労働条件とする。

賞与の支給対象とする。

退職金制度の対象とする。

昇給制度の対象とする。

休職制度を設ける。

6

改正した。

改正作業中。改正検討中。

その他（具体的に　　　　　　　　　　　　



  非正規雇用の雇用安定化のため、労働者派遣法、
労働契約法、パートタイム労働法などが改正され
ました。 
  限定正社員、有期雇用から無期雇用への転換等、
先進的な取り組みを行う企業からお話いただき、
労働局からは各種制度の解説を行います。 

別添１ 



                                               

魅力ある職場づくりセミナー 

 参加申込書 

 
滋賀労働局職業安定部職業安定課 行き 

FAX ０７７－５２８－５４１８ 
※この用紙のみお送りください。 

 

 

日時：平成 27年 12月 4日 １３：００～１６：００ 

会場：クサツエストピアホテル 

 

 

 

事業所名（企業名）                               

 

 

所在地                                     

 

           参加人数    名   電話番号                      

 

 

 

 

 

 

お問い合わせ 

職業安定部職業安定課 松村・宮本 

電話 ０７７－５２６－８６０９ 



ご存じですか？「無期転換ルール」 
～準備を始めましょう、就業規則の見直しや規定の整備～ 

● 有期労働契約が反復更新されて通算５年を超えたときは、労働者の申込みにより、期間

の定めのない労働契約（無期労働契約）に転換できるルールです。 

  厚生労働省 都道府県労働局 労働基準監督署 

事業主の皆さま・働くすべての皆さまへ 

  

無期労働契約 

５年 

 ←

締
結 

 ←

更
新 

１年 

 ←

更
新 

１年 

 ←

更
新 

１年 

 ←

更
新 

１年 
 ←

更
新 

１年 

 ←

転
換 

１年 

 

申
込 

  

【平成25年4月開始で契約期間が１年の場合の例】 

無期転換ルールとは 

非正規雇用の労働者のキャリアアップに、助成金を活用してみませんか 

「キャリアアップ助成金」は、有期契約労働者、短時間労働者、派遣労働者といったいわゆる非正

規雇用の労働者の企業内でのキャリアアップなどを促進するため、正規雇用等への転換、人材育成、

処遇改善などの取組を実施した事業主に対して助成する制度です。  

詳しくは、最寄りの都道府県労働局またはハローワークへお問い合わせください。 

※ 無期労働契約の労働条件（職務、勤務地、賃金、労働時間など）は、別段の定めがない限り、直前の有期労働契約と 
   同一となります。別段の定めをすることにより、変更可能です。 

キャリアアップ助成金 検 索 

円滑な無期転換 検 索 

H25.4 H26.4 H27.4 H28.4 H29.4 H30.4 H31.4 

円滑な無期転換のために（労使の取り組みのお願い） 
 

★ 厚生労働省ホームページに参考となる具体的な取組事例を掲載しています。

詳しくは「有期契約労働者の円滑な無期転換のために」をご覧ください。 

現場における有期契約
労働者の活用実態を 
把握しましょう 

有期契約労働者の 
活用方針を明確化し、 
無期転換ルールへの 
対応の方向性を 
検討しましょう 

無期転換後の 
労働条件を 

どのように設定するか 
検討しましょう 

（労働契約法第18条：平成25年4月1日施行） 

★ 労働契約法についてはこちらをご覧ください。

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/keiyaku/kaisei/index.html 

【H27.7】 

 無期転換ルールの導入に伴い、有期雇用労働者が無期労働契約への転換前に雇止めとなる

場合が増加するのではないかとの心配があります。 
 
 このため、雇用の安定がもたらす労働者の意欲や能力の向上や、企業活動に必要な人材の

確保に寄与することなど、無期転換がもたらすメリットについても十分にご理解いただき、

雇止めの判断に当たっては、その実際上の必要性を十分慎重に検討のうえ、御対応いただく

ようお願いします。 

雇止めの慎重な検討について 

別添２－１ 



 

ご存じですか？「無期転換ルール」（点検票） 

～あなたの会社の状況をチェックしてみましょう～ 

 

 次の各項目にチェックを付けてください。 

 

問１ 有期契約労働者※を雇用していますか。 

   ※有期契約労働者とは、１か月単位や 1 年単位など労働契約期間に定めがあり、貴

企業に直接採用されている労働者をいいます。 

   【□はい ・ □いいえ 】 

 

                 点検は終了です。 

ご協力いただきありがとうございました。 

 

問２  有期労働契約が反復更新されて、通算５年を超えたときは労働者の申

し込みにより、期間の定めのない労働契約に転換できるルール（無期転

換ルール）について知っていますか。 

【□はい ・ □いいえ 】 

 

             リーフレット「ご存じですか？『無期転換ルール』 

   ～準備を始めましょう、就業規則の見直しや規定 

の整備～」を御確認ください。 

 

 

お願い 

無期転換ルールの導入に伴い、有期契約労働者が無期労働契約への転換前に

雇止めとなる場合が増加するのではないかとの心配があります。 

 このため、雇用の安定がもたらす労働者の意欲や能力の向上や、企業活動に

必要な人材の確保に寄与することなど、無期転換がもたらすメリットについて

も十分にご理解いただき、雇止めの判断に当たっては、その実際上の必要性を

十分慎重に検討のうえ、御対応いただくようお願いします。 

 

 

 ご協力ありがとうございました。 

 なお、御不明な点がございましたら最寄りの都道府県労働局・労働基準監督

署へお問い合わせください。 

別添２－２ 



 

 

「無期転換ルール」Q＆A 

Q4 無期転換後の労働条件は？ 

Q５ 無期転換の申込みを拒否できる？ 

Q3 無期転換の申込みの方法は？ 

Ａ3 申込みは、口頭で行っても法律上は有効です。しかし、口頭での申込みは、後日、申込
みをしたかどうかの争いが生じやすいという問題がありますので、労働者の方は、できるだ
け書面で申込みを行うことをお勧めします。また、申込みを受けた事業主の方は、その事実
を確認するための書面を労働者に交付しておくことをお勧めします。 

Ａ4 
● 無期労働契約の労働条件（職務、勤務地、賃金、労働時間など）は、別段の定めがない限
り、直前の有期労働契約と同一となります。別段の定めをすることにより、変更可能です。 
 この場合、無期転換に当たり、職務の内容などが変更されないにもかかわらず、無期転換
後の労働条件を低下させることは、無期転換を円滑に進める観点から望ましいものではあり
ません。 

● 有期労働契約の更新時に、所定労働日や始業終業時刻などの労働条件の定期的変更が行わ
れていた場合に、無期労働契約への転換後も、それまでと同様に定期的にこれらの労働条件
の変更を行うことができる旨の別段の定めをすることは、差し支えないと解されます。 

Ａ5 
● 無期転換の申込みをすると、使用者が申込みを承諾したものとみなされ、無期労働契約が
その時点で成立します。無期に転換されるのは、申込み時の有期労働契約が終了する翌日か
らです。 

● また、無期転換を申し込まないことを契約更新の条件とするなど、あらかじめ労働者に無
期転換申込権を放棄させることはできません（法の趣旨から、そのような意思表示は無効と
解されます）。 

Q２ 無期転換ルールの対象となる、通算５年はどう数える？ 

Ａ2 通算契約期間のカウントは、平成 25 年４月１日以降に開始する有期労働契約が対象で
す。平成 25 年３月 31 日以前に開始した有期労働契約は、通算契約期間に含めません。 

Q1 「無期転換ルール」は何のためにあるの？ 

Ａ1 
●  有期労働契約で働く人の約３割が、通算５年を超えて有期労働契約を繰り返し更新してい
る実態にあり、その下で生じる雇止めの不安の解消が課題となっています。また、有期労働
契約であることを理由として不合理な労働条件が定められることのないようにしていく必
要もあります。 

● 無期転換ルールは、こうした問題に対処し、働く人が安心して働き続けることができる社
会を実現するためのものです。 

  厚生労働省 都道府県労働局 労働基準監督署 【H27.7】 


